
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 19¶181¶262¶205 2¶216¶872¶039 91¶011¶306 21¶307¶122¶938 5¶817¶376¶171 861¶095¶809 ` ` ` 15¶489¶746¶767 ~１

構 築 物 1¶424¶649¶398 276¶388¶433 30¶307¶772 1¶670¶730¶059 625¶748¶454 86¶487¶325 ` ` ` 1¶044¶981¶605

機 械 装 置 2¶846¶113 22¶427¶895 ` 25¶274¶008 2¶984¶836 360¶760 ` ` ` 22¶289¶172

工具器具備品 1¶958¶800¶381 770¶649¶210 18¶206¶963 2¶711¶242¶628 1¶703¶710¶852 127¶655¶777 ` ` ` 1¶007¶531¶776

船 舶 7¶051¶000 ` ` 7¶051¶000 4¶671¶255 432¶044 ` ` ` 2¶379¶745

車 両 運 搬 具 18¶084¶795 ` ` 18¶084¶795 18¶084¶784 1¶005¶053 ` ` ` 11

計 22¶592¶693¶892 3¶286¶337¶577 139¶526¶041 25¶739¶505¶428 8¶172¶576¶352 1¶077¶036¶768 ` ` ` 17¶566¶929¶076

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 7¶271¶032¶890 297¶110¶386 4¶712¶161 7¶563¶431¶115 2¶413¶365¶590 354¶764¶355 ` ` ` 5¶150¶065¶525 ~１

構 築 物 547¶386¶202 85¶651¶123 ` 633¶037¶325 134¶147¶834 31¶851¶686 ` ` ` 498¶889¶491

機 械 装 置 2¶130¶319 ` ` 2¶130¶319 1¶472¶410 268¶192 ` ` ` 657¶909

工具器具備品 9¶899¶972¶578 5¶875¶085¶134 719¶769¶434 15¶055¶288¶278 7¶838¶316¶003 2¶000¶713¶685 ` ` ` 7¶216¶972¶275 ~２

図 書 8¶317¶728¶851 79¶960¶673 36¶645¶674 8¶361¶043¶850 ` ` ` ` ` 8¶361¶043¶850

船 舶 ` 2¶051¶050 ` 2¶051¶050 219¶975 219¶975 ` ` ` 1¶831¶075

車 両 運 搬 具 16¶412¶934 4¶780¶010 ` 21¶192¶944 15¶672¶587 1¶186¶739 ` ` ` 5¶520¶357

計 26¶054¶663¶774 6¶344¶638¶376 761¶127¶269 31¶638¶174¶881 10¶403¶194¶399 2¶389¶004¶632 ` ` ` 21¶234¶980¶482

非 償 却 資 産 土 地 18¶103¶000¶000 ` ` 18¶103¶000¶000 ` ` ` ` ` 18¶103¶000¶000

美術品・収蔵品 75¶841¶964 8¶081¶201 ` 83¶923¶165 ` ` ` ` ` 83¶923¶165

建 設 仮 勘 定 105¶344¶400 2¶654¶640¶800 2¶702¶035¶200 57¶950¶000 ` ` ` ` ` 57¶950¶000

計 18¶284¶186¶364 2¶662¶722¶001 2¶702¶035¶200 18¶244¶873¶165 ` ` ` ` ` 18¶244¶873¶165
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（注１）金融商品の時価の算定方法
\ 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

] 国立大学財務・経営センター債務負担金
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定する方法により算定しております。

^ 未払金
短期間で決済されるものについては、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。前記以外のものについては、支払期間及び信用リスクを加味した利率
で割り引いて算定する方法により算定しております。

（追加情報）
当事業年度より、「金融商品に関する会計基準（企業会計基準第10号平成20年３月10日）及び「金
融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20年３月10日）を適用
しております。

Ù．賃貸等不動産に関する事項
当法人は山口市その他の地域において、賃貸収益を得ている不動産を有しておりますが、重要性
が乏しいため記載を省略しております。
（追加情報）
当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号平成20年

11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第23号平成20年
11月28日）を適用しております。

Ú．重要な後発事象
該当事項はありません。

˜
˜
 
�


		2010-09-06T15:47:23+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




